
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

大阪府北部を震源とする地震に関する建築物等の
被害状況と今後の取組みについて
（参考資料）
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壁の厚さ：15cm以上
ただし、高さ2m以下の
場合は10cm以上

建築基準法における塀に関する基準

塀の高さ：2.2m以下

根入れ深さ：30cm以上
（高さ1.2mを超える場合）

基礎の丈：35cm以上
（高さ1.2mを超える場合）

壁頂及び基礎の横筋：径9mm以上
壁の端部及び隅角部の縦筋：径9mm以上
壁内の縦横筋：径9mm以上間隔80cm以下
・縦筋は壁頂及び基礎の横筋にかぎ掛けして定着

（鉄筋径の40倍以上基礎に定着させる場合を除く）
・横筋はこれらの縦筋にかぎ掛けして定着

控壁：突出長さは高さの1/5以上
間隔は3.4m以下
鉄筋：径9mm以上

（高さ1.2mを超える場合）

ＧＬ

補強コンクリートブロック造の塀
（令第62条の8）

※ 国土交通大臣が定める基準に従った構造計算によって構造耐力上安全であるこ
とが確かめられた場合においては、この限りではない。

※ このほか、令第62条の6において、目地及び空胴部におけるモルタルの充填や
縦筋の接合方法に関する規定がある。

昭和56年6月の改正内容
（その他の規定は昭和46年1月施行）

・塀の高さ 3m以下 → 2.2m以下

・控壁の間隔 3.2m以下 → 3.4m以下

・縦筋末端の定着仕様
（鉄筋径の40倍以上の定着を追加）

組積造の塀（令第61条）

・塀の高さ：1.2ｍ以下
※昭和45年12月までは3ｍ以下

昭和46年1月から昭和56年5月までは2ｍ以下

・壁の厚さ：その部分から壁頂までの垂直距離
の10分の1以上

・控壁の間隔：4ｍ以下
（十分な厚さがある場合を除く）

・根入れ深さ：20cm以上
※ 昭和46年1月に追加
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建築物の耐震改修の促進に関する法律の概要
平成7年12月25日施行
平成18年1月26日改正施行
平成25年11月25日改正施行

○建築物の耐震診断及び改修の目標 ○目標達成のための具体的な施策

○緊急輸送道路等の指定（都道府県、市町村） ○防災拠点建築物の指定（都道府県）

○住宅、多数の者が利用する建築物の耐震化の目標 （75％（H15）→少なくとも95%（H32）、耐震性が不十分な住宅をおおむね解消（H37））
○耐震化の促進を図るための施策の方針 ○相談体制の整備等の啓発、知識の普及方針 ○耐震診断、耐震改修の方法（指針） ○ブロック塀等の安全対策

耐震改修計画の認定
・地震に対する安全性が確保される場合は既存不適格の
ままで可とする特例
・耐火建築物、建ぺい率、容積率の特例

耐震改修支援センター
耐震診断・耐震改修を円滑に進めるための情報提供等の総合的
な支援を実施

補助等の実施
・住宅・建築物安全ストック形成事業
・耐震対策緊急促進事業
・耐震改修促進税制 等

国による基本方針の作成

都道府県・市町村による耐震改修促進計画の作成

要安全確認計画記載建築物（耐震改修促進計画に位置付け）

（2）建築物の耐震化の円滑な促進のための措置

区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定
・大規模な耐震改修を行おうとする場合の決議要件を緩
和。（区分所有法の特例：３／４以上→過半数）

耐震性に係る表示制度（任意）
・耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物につ
いて、その旨を表示。耐震診断の義務付け・結果の公表

指示・公表対象

○多数の者が利用する一定規模以上の建築物

○ 一定量以上の危険物を取り扱う貯槽場、処理場

○ 住宅や小規模建築物等

指導・助言対象 （全ての既存耐震不適格建築物）

（1）建築物の耐震化の促進のための規制措置

病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避
難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの

一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場のうち大規模なもの

○

○

不特定多数の者が利用する建築物及び避難弱者が利用する建築物のうち一定規模以上のもの

都道府県又は市町村が指定する避難路沿道建築物

一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場のうち一定規模以上のもの

○

○

○

都道府県又は市町村が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建築物

都道府県が指定する庁舎、避難所等の防災拠点建築物

○

○

要緊急安全確認大規模建築物
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耐震改修促進法の基本方針（抜粋）

平成18年1月25日国土交通省告示第184号（最終改正平成28年3月25日国土交通省告示第529号）

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（抄）

一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項

９ その他の地震時の安全対策

地方公共団体及び関係団体は、耐震改修と併せて、ブロック塀の倒壊防止、窓ガラス、天井、外壁等の非構造

部材の脱落防止対策についての改善指導や、地震時のエレベーター内の閉じ込め防止対策、エスカレーターの

脱落防止対策、給湯設備の転倒防止対策、配管等の設備の落下防止対策の実施に努めるべきであり、これら

の対策に係る建築基準法令の規定に適合しない建築物で同法第3条第2項の適用を受けているものについては、
改修の促進を図るべきである。（後略）

五 都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関す

る重要事項

１ 都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項

ニ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及

（前略） また、地域における地震時の危険箇所の点検等を通じて、住宅・建築物の耐震化のための啓発活動

や危険なブロック塀の改修・撤去等の取組を行うことが効果的であり、必要に応じ、市町村との役割分担のもと、

町内会等との連携策についても定めることが考えられる。

２ 市町村耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項

ニ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及

（前略） また、地域における地震時の危険箇所の点検等を通じて、住宅・建築物の耐震化のための啓発活動

や危険なブロック塀の改修・撤去等の取組を行うことが効果的であり、必要に応じ、町内会等との連携策につい

ても定めることが考えられる。
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・インフラ老朽化対策
例）橋梁・トンネルの補修

○計画の目標実現のため基幹事
業と一体となって、基幹事業の
効果を一層高めるために必要
な事業・事務

○全体事業費の２割目途

社会資本整備総合交付金と防災・安全交付金の対象事業

（社会資本整備総合交付金の例）
・アーケードモールの設置・撤去
・観光案内情報板の整備
・社会実験（レンタサイクル、自転車乗り捨て
システム･･･）
・計画検討（無電柱化、観光振興･･･）

整備計画に掲げる
政策目標の達成

（成果指標で事後評価）

住宅・社会資本の整備

住宅・社会資本の整備

基幹事業に関連する

○各種
「社会資本整備事業」
（社会資本整備重点計画法）

○「公的賃貸住宅の整備」 （防災・安全交付金の例）

・事前防災・減災対策
例）河川堤防の緊急対策

堤防決壊 例）ハザードマップ
作成・活用

例）水防訓練の実施

関連社会資本整備事業
（B事業）

関連社会資本整備事業
（B事業）

効果促進事業（C事業）効果促進事業（C事業）

○防災・減災、安全に資する社会資本整備事業

・生活空間の安全確保
例）通学路の交通安全対策

○道路 ○港湾 ○河川 ○砂防

○下水道 ○海岸 ○広域連携 ○都市公園

○市街地 ○住宅 ○住環境整備 等

例）電線類地中
化

基幹事業（A事業） （防災・安全交付金）

基幹事業（A事業）（社会資本整備総合交付金）

効果促進事業効果促進事業

・ハザードマップの作成・
活用
・防災教育、水防訓練、
防災訓練、避難訓練
の実施
・防犯灯、防犯カメラの
整備 等

被服材料
（土、遮水シート等） 強化前の湿潤面

フィルター材

ドレーン工

強化後の湿潤面

堤脚水路

覆

ブロック塀対策につい
て、効果促進事業の枠
組みを通じて地方公共
団体を支援
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ブロック塀の撤去等に対する支援

防災・安全交付金等（効果促進事業）を活用したブロック塀の撤去等に対する支援の例

都道府県 市町村名 支援対象 補助金額 補助限度額

宮城県 仙台市 撤去 工事費または4,000円/㎡（高齢者の場合5,000
円/㎡）の低い方の額

150,000円

山形県 酒田市 撤去
改修

工事費の1/2または4,000円/㎡の低い方の額 80,000円

静岡県 静岡市 ①撤去
②新設

①見積金額または8,900円/mの低い方の1/2
②見積金額または38,400円/mの低い方の1/2

①100,000円
②250,000円

愛知県 名古屋市 撤去 ①木造住宅密集地域４地区以外は、工事費の
1/2以内または6,000円/mの低い方
②木造住宅密集地域４地区は、工事費の3/4以
内または9,000円/mの低い方

①100,000円
②150,000円

高知県 高知市 撤去
新設

限度額以内の場合は全額補助 205,000円
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地震時等管制運転装置

○Ｓ波（本震）の前にＰ波（初期微動）を感知し、Ｓ波（本震）が到達する前に早期にエレベーターを管制運転させること
によって、最寄階に着床・停止させ、乗客の閉じ込めを防止する安全装置

○改正建築基準法施行令（平成21年9月28日施行）により設置を義務付け（令129条の10第3項第2号）

Ａ地点

Ｂ地点

震源からの距離

地震発生からの経過時間

Ｐ波（初期微動）

Ｓ波（本震）Ｐ波感知
（管制運転開始）

最寄階停止

Ｓ波到達

※震源からの距離が近い場所では、
Ｐ波感知器の効果がない。

乗客を安全に開放

管制運転
Ａ地点

Ｂ地点

震源からの距離

地震発生からの経過時間

Ｐ波（初期微動）

Ｓ波（本震）Ｐ波感知
（管制運転開始）

最寄階停止

Ｓ波到達

※震源からの距離が近い場所では、
Ｐ波感知器の効果がない。

乗客を安全に開放

管制運転

震源からの距離

地震発生からの経過時間

Ｐ波（初期微動）

Ｓ波（本震）Ｐ波感知
（管制運転開始）

最寄階停止

Ｓ波到達

※震源からの距離が近い場所では、
Ｐ波感知器の効果がない。

乗客を安全に開放

管制運転

■エレベーター安全装置設置済みのマーク表示制度

一般の利用者にとって地震時等管制
運転装置が設置されているエレベー
ターかどうかが容易にわかるマークを
エレベーター内の見やすい場所に表示
する任意制度を平成２４年８月より運
用を開始。

■運転フローチャート（例）■P波・S波と管制運転の関係

■P波感知器の取付け例

取付台

P波感知器

P波感知器の写真
7
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エレベーター復旧の優先順位について

優先
順位

対応内容 建物種別 理 由 等

１
閉じ込め救出 閉じ込めが発生している建物 閉じ込め救出を最優先

２
停 止 し た エ レ
ベーターの復旧

病院等、弱者が利用する建物 けが人等の対応が急増する建物

３
公共性の高い建物 各行政から災害対策本部等に指定される建

物

４
高層住宅
（地上高さ概ね６０ｍ以上）

一般の建物と比較し、生活に大きな支障の
起こる可能性が高い建物

５ 一般の建物

○エレベーター業界では一定の高層住宅や災害弱者の利用する建物を配慮し、
下表のような優先順位で可能な限り円滑な救出、復旧に努めている。
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・東日本大震災において、エレベーターの釣合おもりの脱落やレールの変形する事案が多数発生したことを踏まえ、
地震その他の震動に対する釣合おもりの脱落防止並びに主要な支持部分の構造上の安全性に関する政令等を改正。

・これまでエレベーターの地震対策は、かご・釣合おもり枠の脱レール防止、主索の外れ防止、駆動装置・制動機の
転倒防止等について規定されてきたが、釣合おもりの脱落防止、主要な支持部分の地震に対する構造上の安全性に
関する規定はなかった。

釣合おもりが脱落しない構造方法の例

釣合おもりの脱落事例

レール変形事例

◇釣合おもりの脱落防止を規定

◇主要な支持部分の地震に対する構造計算
の基準を規定

主要な支持部分：エレベーターのかごを支え、
又は吊る構造上主要な部分

【例】レール（レール支持部材を含む）、
支持ばり、プランジャー、シリンダーなど

ロープ式エレベーターの構造

機械室

制御盤 巻上機

調速機

かご

昇降路

ロープ

レール

釣合おもり

緩衝器

ピット

乗場

支持ばり

昇降機の地震等に対する脱落対策等

エレベーターの地震対策について （改正政省令H25.7.12公布、告示H25.10.29公布、H26.4.1施行）

9



「釣合おもりの脱落防止対策」「主要な支持部分の構造」は平成２６年度から新規拡充

補助内容

建築物の要件：一定の区域内の1,000㎡以上かつ3階以上の耐火又は準耐火建築物のうち、高齢者・障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に規
定する特定建築物で、修繕項目にエレベーター、エスカレーターが規定された長期修繕計画又は維持保全計画を作成している建築物に設置されたもの

補助要件

補助率：１１．５％（国費）（補助対象限度額：５１４万円／台）

補助率等

（綱車からのロープの
はずれ防止措置の例）

（昇降路内突出物へのロープ
等の絡まり防止措置の例）

主要機器の耐震補強措置

既設エレベーターの防災対策改修（P波感知型地震時管制運転装置の設置、主要機器の耐震補強措置、戸開走行保護装置の設置及び釣合おもりの脱落防止
対策、主要な支持部分の構造）

補助対象

※ 構造躯体とエレベーターの耐震改修と併せて工事を行う場合（補助対象限度額： ３６０万円／台を加算）

（待機型ブレーキを追加する場合の例）

駆動装置又は制御器に故障が生じ、かご及び昇
降路のすべての出入り口の戸が閉じる前にかご
が昇降することを防ぐ

通常のブレーキ

巻上機

メインロープ

通常のブレーキとは
別系統により戸開走
行時に作動する２つ
目のブレーキ

戸開走行保護装置の設置

微震動感知

本震到達

Ｐ波を感知し、最寄り階に
自動運転し、乗客をエレ
ベーター外に避難させる。

初期微動（Ｐ波）
・振動エネルギー：小
・伝達速度：速い

本震（Ｓ波）
・振動エネルギー：大
・伝達速度：遅い

時間

震源からの距離

地震動を感知
する装置 地震発生

P波感知型地震時管制運転装置の設置

主要な支持部分の構造

「主要な支持部分」
エレベーターのかごを支え、又は構造
上主要な部分

【例】レール（レール支持部材を含
む）、支持ばり、プランジャー、シリ
ンダーなど

昇降路内のレールの変形事例

釣合おもりの脱落防止対策

釣合おもりに通しボルトや枠連結金具を設置した事例

エレベーターの防災対策改修

平成２６年度拡充 平成２６年度拡充

既設エレベーターの安全確保の促進（社会資本整備総合交付金）

10



11 



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21


